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第2回衛生工学シンポジウム
1994.11北海道大学学街交流会館

廃棄物の溶融処理技術

清水由意河端博昭鈴木富雄東康夫 (株)神戸製鋼所

関西電力(株)
1はじめに

山田基夫

平成3年10月、 「廃棄物の処理及び清捕に拐する法律」が改正され、廃業物の減
量・再生の挽進がうたわれるとともに、特別管理廃棄物が指定され、有害物に対
する処理基準が強化された。こうした状況のなか、廃棄物の減響化、安定化、資
源化に優れた特徴を持つ「溶融処理技術Jが脚光を浴びている。
本報では、当社の保有する技術を例にとりながら、鹿棄物の溶融処理技術につい
て紹介するo

2.溶融処理技術
2.1 溶融処理技術とは

廃棄物の溶融処理とは、溶融炉を中心とする捺融設備を用いて化石燃料や電気
から得られるエネルギーを利用し、廃棄物をその融点以上に加熱溶融してスラグ
やメタルとして回収する技術である。溶融がは加熱方式、炉形式などにより様々
な方式に分類でき、多くの種類が開発、実用化されている。図1は各種の溶融炉を
加熱方式により分類したものである。

①表商法融方式
(パーナを使用しその耐熱で闘激物を表面から溶融)
1"るシステム j 

燃料式溶融技街ト十②旋回流溶融方式
ーパーナを使用し被溶融物を炉内で旋留させ，炉鐙でス1
iラグを捕祭するシステム j 

③コークスベッド溶融方式
〔コークスを燃料とし，その燃焼熱で溶融サるシステム〕

④プラズマ溶融方式
(放電と作動万スにより高温のプラズマジエツトを発生1
させ，被溶融物を溶融するシステム j 

⑤電気アーク漆融方式
(翻閉口一クをとばし，その練生じる熱を利用して)
披溶融物をj容融ずるシステム j 

@電気抵抗;容融方式
f穏健間にある被i容激物を電気抵抗体とし，電流により1

電気溶融技術H l発熱させ溶融するシステム j 

⑦誘導加熱溶融方式
(鱒コイルの電磁耕作用税制加熱波散させ. f:) 
の熱で溶融するシステム j 

⑧電気加熱溶融方式
(翻ヒータ淵熱することにより.紬軌を溶融す1
るシステム j 

⑨マイクロ波法融方式
(マイクロ波を被組物に照射し，榔酬の分子運動1
を活発にして発熱冊溶融するシステム j 

⑮内部;容融方式
(灰中の残留炭素の燃焼熱と電気加熱による繍榔源で〕
i容触するシステム j 

直接;容融技僻ト十⑪コークスベ‘yド式ごみ溶融方式
'1 (誌とコークスの燃焼熱で，ごみそ夜桜溶融するシス)

⑫熱分解溶融方式
(ごみを熱分解し，回収熱分解ガスや酸素等をその糊)
として総合せ，沼融ずるシステム(各穫方式がある)J 

図1 溶融炉技術の分類
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2.2 溶融処理技術の特徴

廃棄物の、溶融処理は一般的に以下の様な特徴を有している。
(1) 廃棄物中の有機分等は高混で完全に分解されるので極めて儒生的である。
(2) 得られるスラグは、焼却灰の2，......，3倍のかさ密度を有しており、最終処分容積
を大きく低減できる。

(3) スラグはコンクリート用骨材や路盤材として資源化が可能である。
(4) 焼却灰などに含まれるダイオキシン類等は高視により完全に分解される0

2.3 溶融施設の稼働状況

現在、都市ごみ、下水汚泥を中心に約35施設の導入実績がある。特に一般廃棄
物の分野では、大都市題を中心とした広域溶融処理システム計画が進められてお
り、溶融処理施設の導入は今後さらに進むものと考えられる。

3.溶融処理技術の紹介

当社は、溶融処理技術として次の2方式を保有しており、処理物の性状や処理条
件によって適切な処理プロセスを選定している。

① プラズマ溶融システム
② 旋回流祷融システム

以下に、これら2方式について概要を紹介する。

3.1 プラスeマ湾高主システム

当社のプラズマ溶融システムは、関西電力(株)と共同で開発したものであ
り、これまでに都市ごみ焼却灰をはじめ、様々な廃棄物に適用可能であることを
実証確認している。
図2に都市ごみ焼却灰溶融システムの溶融フローシートを示す。本システムは、
直流変換器を含む電源装置、プラズ、マトーチ、点火装置、トーチ傾動装置および
制御装置からなるプラズマ発生装置と溶融炉本体、灰供給装置、スラグ搬出装
置、排ガス処理装置から構成されている。

/"{グフィノレター
→臼毘2J

日中

スラグ排出装置

図2 都市ごみ焼却灰プラズマ溶融システム
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灰は炉上部より供給され、プラズマトーチにより発生される高温のプラズマ炎に
よって、溶融される。溶融スラグは、炉内にスラグ浴を形成し、オーバーブ口一式
の出浮口より炉外へ排出される。スラグ搬出装置は、水砕方式の他、~冷、徐冷
方式が選定可能で、スラグの用途に応じた品質が得られる。一方、溶融炉より発
生した排ガスはパグ、フィノレターを中心とした排ガス処理設備により浄化され、大
気へ放散される。
プラズマ溶融炉の特長として、以下の様な点が挙げられる。
(a) 高温が容易に得られ、金篇類、ガレキ類の混入や処理物性状の変動に対応し
易い。
(b)排ガス量が燃焼方式に比べて少なく、排ガス処理設備がコンパクトである。
(c) 炉の立上げ、停止が容易であり、かつ操作性もよい。
(d) 均費で高品質のスラグが得られ、資源化に適する。
写真1にプラズ、マ接融炉の外観を示す。また都市ごみl品、じん処理ヂータとしてス
ラグの溶出試験結果を表1に、ダイオキシン類の挙動を図3に示す。スラグからの
重金属類の総出は検出眼界以下でダイオキシン類似品、じん含有量の99%以上が
分解されている。

写真1 プラズマ溶融炉

表1 空冷スラグの溶出試験結果

項目 i容出髄 埋立処分基準 | 
T-Ha <0.0α)5 <0.∞5 
Pb <0.01 4 

Cd <0.α)5 <0.3 
cβ+ <0，但 <1.5 
k， <0.01 <1.5 
Org胸p <0.1 <1 

PCB <0.0α)5 <0.α)3 

CN <0.01 <1 
一一

環境庁告示第13号法による(単位:mg/l)

飛灰
100% 

#ドガス 0.8%
溶融飛灰0.1%
スラグ 0%

分解 99.1% 

図3 夕、イオキシン類の収支
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3.2 旋回流溶融システム
当社旋回流溶融システムは、ばい
じん等微粉体廃棄物の溶融技術とし
て開発したものである。既に下水汚
泥を焼却・溶融する処理能力40t/日
(汚泥ベース〉の施設が滋賀県内で
願調に稼働しており、平成5年度か
らさらに120t/B (汚泥ベース〉の大
型施設を増設中である。また、都市
ごみ焼却ば~)じんの処理技術として
も確立している。
図4に旋回流溶融炉の構造を、写真
2に外観を示す。本体は円筒竪型をし
ており、上部から旋回・溶融部、スラ
グ分離部およびスラグ抜出部のJI民に
構成されている。
旋回流溶融炉内は、燃焼空気によ
り強い旋回流が形成され、燃料の燃
焼により焼却灰の融点より100

0

C以上
高温に維持される。焼却灰は、燃焼
空気とともに囲気二相流として旋回
を与えられて炉内へ吹込まれ瞬時に
過熱、溶融し、遠心力によって炉控
に衝突、炉壁を融液となって流下
し、排出される。
図5~こ下水汚泥の焼却 a 法融のフロ
ーシ…トを示す。下水汚泥は流動床
燃焼炉で焼却され、焼却後のばし、じ
んはサイクロンで捕集される。捕集
されたばいじんは高温の状態で旋回
流溶融炉へ気流輸送され、溶融スラ
グ化される。一方、燃焼排ガスは二
次燃焼室で完全燃焼され熱回収工
程、排ガス処理工程を経て大気放散
されるo
旋回流溶融炉の特長としては
(a) 熱負荷が他溶融方式と比べ高く
とれ、炉がコンパクトである。
(b)可動部が無く、水冷壁構造で保
護された耐火物壁の空間のみでトラ
ブルが少ない。
(c) 均一溶融雰囲気と高い語集率で
高スラグ化率が得られ、ダイオキシ
ン類分解率も高い。
(d) スラグは排ガス流れと並流のた
め、連続的に安定出津できる。
(e) スラグは均質かっ高品費で、資
源化に適するo
といった点が挙げられる。スラグ
は、プラズマ溶融炉と同様に安定か
っ衛生的で、写真3に示すような下水
道ヒューム管の組骨材としても実用
化されている。

焼却灰
パーナ

:mガス係調

冷却水出口 資
制
5
1
 

紘

{

湾

冷却水入口

初効/'¥ーナ J 

多
スラグ

図4 旋由流溶融炉構造図

写真2 旋回流溶融炉
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燃焼窓気 自燦防止 {焼却灰)
ブロワ ファン

図5 焼却@溶融フ口一シート
4. 溶融技術の課題

廃棄物の溶融処理は、処理コストが高いなどの課
題があるが、減容化・安定化処理技術として高く評
価できる。さらに溶融技術の普及を図るには、以下
の項目の推進が重要である。
①スラグの資源化・有効利用を促進し、最終処分量
の削減を図るため、用途開発と流通体系の整備を推
進するo
②溶融揮数物を金属資源として出元還元するプロセ
ス技術の開発と社会システムの確立を図る。(溶融
技術を有用金属類の揮散回収・濃縮分離技術として
位霊付ける。〉
③処理エネルギーとして、廃棄物の持つエネルギー
の最大限の活用を図る。(廃棄物高効本発電の推進
などを行う o ) 
④維持管理の容易性、コスト齢減および省エネルギ""，・
ーの追及を図るo

-，ぞ械設「

写真3 ヒューム管
5.おわりに

け明.宅

資源循環型社会の実現に向け、廃棄物の処理・処分は今後多面的な検討が行わ
れるものと考えられ、溶融技術はその一環で重要な役割を担う可能性がある。
当社は溶融技術を始めとし、多様な廃棄物処理技術の開発を推進し、環境保全
に少しでも貢献できるよう努力していきたい。
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